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野村ブラジル・インフラ 

関連株投信 
 

償還運用報告書(全体版) 
 

第10期 (償還日2020年２月18日) 
 

作成対象期間 (2019年２月19日～2020年２月18日) 

 
受益者のみなさまへ 

 
平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
このたび、約款の規定にもとづき償還決算を行い、償還価額が決定いたしました。 
ここに設定日から償還までの運用経過をご報告いたしますとともに、ご愛顧に対し 
厚く御礼申し上げます。 

 
●当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 追加型投信／海外／株式 

信 託 期 間 2010年２月５日から2020年２月18日までです。 

運 用 方 針 

ブラジルのインフラ関連企業の株式（ＤＲ（預託証書）を含みます。）を主要投資対象とし、信託財産の成長を図ることを目的とし
て積極的な運用を行うことを基本とします。 
株式への投資にあたっては、ブラジルのインフラ関連企業の株式の中から、ファンダメンタルズ分析に基づき成長性や独自のコーポ
レートガバナンス評価等の観点から投資銘柄を選定します。また、業種配分等を考慮しポートフォリオを構築します。 
外貨建て資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

主な投資対象 

ブラジルのインフラ関連企業の株式を主要投資対象とします。なお、金融商品取引所に上場している株価指数連動型上場投資信託 
(ＥＴＦ）のうち、ブラジルの株式にかかる指数を対象とするものにも投資する場合があり、この場合も主要投資対象として投資を
行います。また、ブラジルの株式にかかる指数を対象とした先物取引、スワップ取引、オプション取引などのデリバティブを適宜活
用する場合があります。 

主な投資制限 
株式への投資割合には制限を設けません。 
外貨建て資産への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
毎決算時に、原則として経費控除後の繰越分を含めた配当等収益と売買益等から、基準価額水準等を勘案して分配します。 
留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 
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野村ブラジル・インフラ関連株投信 

○ 近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 銭 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

６期(2016年２月18日) 3,792    0 △38.9 57.52 △ 42.3 92.9 － 3,728 

７期(2017年２月20日) 5,462    0 44.0 115.85 101.4 97.6 － 4,598 

８期(2018年２月19日) 5,709    0 4.5 129.21 11.5 98.3 － 3,975 

９期(2019年２月18日) 5,652    0 △ 1.0 137.63 6.5 93.2 － 3,408 

(償還時) (償還価額)        

10期(2020年２月18日) 6,255.39 － 10.7 143.92 4.6 － － 2,843 
 
＊ 株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

＊参考指数（＝MSCIブラジル10/40インデックス（円換算ベース））は、MSCIブラジル10/40インデックス（配当込み・ブラジルレアルベース）をもとに、当社が独

自に円換算したものです。なお、算出にあたっては、基準価額への反映を考慮して、営業日前日の指数値を営業日当日の対顧客電信売買相場仲値で円換算してお

ります。(設定時を100として指数化しています。） 

＊MSCIブラジル10/40インデックス（配当込み・ブラジルレアルベース）は、MSCIが開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利は

MSCIに帰属します。またMSCIは、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。 

(出所：MSCI、ブルームバーグ） 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 銭 ％  ％ ％ ％ 

2019年２月18日 5,652    － 137.63 － 93.2 － 

２月末 5,628    △ 0.4 137.17 △ 0.3 94.2 － 

３月末 5,150    △ 8.9 126.74 △ 7.9 95.4 － 

４月末 5,128    △ 9.3 129.10 △ 6.2 97.3 － 

５月末 5,032    △11.0 127.15 △ 7.6 93.0 － 

６月末 5,401    △ 4.4 134.69 △ 2.1 95.1 － 

７月末 5,698    0.8 141.30 2.7 95.6 － 

８月末 4,981    △11.9 124.25 △ 9.7 97.0 － 

９月末 5,323    △ 5.8 131.71 △ 4.3 97.7 － 

10月末 5,693    0.7 142.10 3.2 98.3 － 

11月末 5,661    0.2 136.35 △ 0.9 87.8 － 

12月末 6,108    8.1 153.59 11.6 － － 

2020年１月末 6,262    10.8 146.00 6.1 － － 

(償還時) (償還価額)      

2020年２月18日 6,255.39 10.7 143.92 4.6 － － 
 
＊ 騰落率は期首比です。 
＊ 株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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野村ブラジル・インフラ関連株投信 

◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 
 

 

（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパ

フォーマンスを示すものです。作成期首（2019年２月18日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異

なります。したがって、個々のお客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 参考指数は、MSCIブラジル10/40インデックス（円換算ベース）です。参考指数は、作成期首（2019年２月18日）の値が基準価額と同

一となるように計算しております。 

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 
基準価額は、期首5,652円から期末6,255.39円となりました。 

（下落） ブラジルの中央銀行が2019年実質GDP（国内総生産）成長率見通しを下方修正したこ

とや、テメル前大統領が原子力発電所の建設をめぐる収賄容疑で逮捕され、年金改革

に対する先行き不透明感が高まったこと、通貨レアルが対円で下落（円高）したこと 

（上昇） FOMC（米連邦公開市場委員会）の声明を受け米国の早期の利下げ観測が高まったこ

と、通貨レアルが対円で上昇（円安）したこと 

（下落） アルゼンチン大統領予備選挙において野党候補が勝利したことなどを受けてアルゼン

チン・ペソが急落したこと、米債券市場で10年国債利回りが２年国債利回りを下回る

「逆イールド」が発生したことなどから米景気の先行き不安が拡大したこと、通貨レ

アルが対円で下落（円高）したこと 

（上昇）米中貿易協議進展への期待が高まったこと 
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（上昇） ブラジルの2019年７－９月期の実質GDP成長率が市場予想を上回る内容であったこと

や、ブラジル中央銀行が政策金利を４会合連続で引き下げたこと、トランプ米大統領

が中国との第一段階の貿易合意を承認したこと 

 

○投資環境 
期中のブラジル株式市場はブラジル国内の動向に加え、国際情勢等に左右される展開とな

りました。 

 

○当ファンドのポートフォリオ 
・株式組入比率 

株式組入比率は期初より概ね高位を維持しましたが、2019年12月18日に償還に向けて保有

銘柄の全売却を実施して以降は低位としました。 

 

・期中の主な動き 

（１） 株式への投資にあたっては、ブラジルのインフラ関連企業※の株式の中から、ファンダ

メンタルズ（基礎的諸条件）分析に基づき成長性や独自のコーポレートガバナンス（企

業統治）評価等の観点から投資銘柄を選定し、業種配分等を考慮してポートフォリオを

構築しました。 
※ 当ファンドにおいて「インフラ関連企業」とは、産業や生活の基盤となる設備やサービスの提供を行う企業や、インフラの発展

に伴って恩恵を受けると考えられる企業をいいます。 

（２） 2019年12月18日に償還に向けた保有銘柄の全売却を行いました。期末時点における保有

銘柄はございません。 

（３）為替につきましては、ヘッジを行いませんでした。 
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野村ブラジル・インフラ関連株投信 

○当ファンドのベンチマークとの差異 
当ファンドは運用の目標となるベンチマー

クを設けておりません。 

コメント・グラフは、基準価額と参考指数

の騰落率の対比です。 

 

参考指数が4.6％上昇したのに対し、基準価

額は10.7％の上昇となりました。実質株式組入

比率を低位としたことなどが主なプラス要因

となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎分配金 

償還のため分配は行いませんでした。 
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野村ブラジル・インフラ関連株投信 

◎設定来の運用経過 

 

 

○基準価額の主な変動要因 
基準価額は、設定時の10,000円が償還時6,255.39円となりました。設定来お支払いした分配

金は、１万口当たり60円となりました。 
 
第１期（2010年２月５日～2011年２月18日） 
（下落） 欧州の債務問題の悪化懸念により世界景気の先行き不安が広がったことや、主要な貿

易相手国である中国が経済成長抑制のための預金準備率の引き上げを決めたこと 
（上昇） ブラジル中央銀行が政策金利の引き上げペースを市場の予想以上に緩めたことや、一

部銀行が市場予想を上回る四半期（2010年４－６月）決算を発表したこと 
（上昇） ブラジルの主要な貿易相手国である中国と米国の製造業活動の拡大を受け、商品相場

が上昇したことや、融資の拡大や失業率の低下により、消費需要の拡大傾向が維持さ
れるとの見方が広がったこと 

（下落） ブラジルの大手石油会社が一部の市場予想を下回る決算を発表したことや、アイルラ
ンドの銀行危機で世界景気が悪化するとの懸念が広がったこと 

（上昇） ブラジルの利上げを受けて、高金利が債券への投資を引き付けるとの観測が強まった
ことなどを背景に、円安・レアル高となったこと 

（下落） 外国人投資家による債券購入にかかる金融取引税の段階的な引き上げで、外国人投資
家がブラジル市場から離れるとの見方が広がったことなどを受けて、円高・レアル安
が進んだこと 
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第２期（2011年２月19日～2012年２月20日） 
（上昇） ブラジル中央銀行が利上げペースを緩めるとの見方が出てきたことや、商品相場が上

昇したこと、ブラジルの経済指標が好調だったこと、米失業率の改善により世界景気
に明るい兆しが見えたこと 

（下落） ギリシャの債務問題などを背景に世界経済の先行き不透明感が高まり、商品価格が急
落したことや、ブラジルのインフレ率の上昇などから金利の先高感が強まったこと、
ブラジルの主要貿易相手国である中国の景気減速に対する懸念が高まったこと 

（下落） 米国の連邦債務問題や格付け会社S&Pによる米国長期債務格付けの引き下げ、欧州債
務問題の深刻化などにより世界景気の減速が懸念され、投資家のリスク許容度が低下
したこと、レアルが対円で大きく下落したこと 

（上昇） 欧州債務問題沈静化への期待が高まったことなどを背景に投資家のリスク許容度が高
まったこと、レアルが対円で大きく上昇したこと 

（下落） 欧州債務問題の再燃やブラジルの経済指標の悪化などから投資家のリスク許容度が低
下したこと、それに伴いレアルが対円で下落したこと 

（上昇） 複数のブラジルの経済指標が好調だったことや、ブラジル中央銀行が政策金利を継続
的に引き下げ、今後も利下げが継続されるとの見方が高まったこと、欧州債務問題へ
の懸念が和らぎ、投資家のリスク許容度が高まったこと 

 
第３期（2012年２月21日～2013年２月18日） 
（下落） ブラジルの主要貿易相手国である中国が2012年の経済成長率目標を引き下げ、ブラジ

ルの輸出産業が打撃を被るとの懸念が広がったことや、米国雇用の伸び鈍化などを受
けて米国の景気先行きに対する不透明感が強まったこと、欧州で債務危機懸念が強
まったこと、円高・レアル安が進行したこと 

（上昇） 中国と欧州の中央銀行が政策金利を引き下げたことや、米国雇用統計の改善からブラ
ジルの輸出の見通しが明るくなったこと、ブラジル政府が交通インフラ投資計画を発
表したこと 

（下落）ブラジル国内のインフレ加速が懸念されたことや、円高・レアル安が進行したこと 
（上昇） 米国の財政協議が合意に達するとの楽観的な観測から、ブラジルにとって重要な貿易

相手国である米国の経済成長が失速するとの懸念が和らいだことや、ブラジル中央銀
行が金融政策委員会で、今後も政策金利を過去 低水準に据え置くことを示唆したこ
と 

 
第４期（2013年２月19日～2014年２月18日） 
（上昇） 日銀が量的・質的金融緩和の導入を決定したことや、ブラジルの３月の拡大消費者物

価指数がブラジル中央銀行の目標インフレ率の上限を上回り、早期利上げ観測が高
まったことなどから円安・レアル高が進行したこと 
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（下落） バーナンキFRB（米連邦準備制度理事会）議長の発言によりQE３（量的金融緩和第
３弾）の早期規模縮小への観測が強まったことや、ブラジル政府の景気対策とインフ
レ抑制策は景気回復を再び勢いづけるのに不十分だとの懸念が広がったこと、反政府
デモがブラジル各地で広まったこと 

（上昇） 主要貿易相手国である中国の８月製造業PMI（購買担当者景気指数）が市場予想を上
回ったことを受けてブラジルの輸出が拡大するとの見方が広がったことや、FOMCに
おいて予想に反して量的金融緩和策の縮小が先送りされたこと、ブラジル中央銀行が
政策金利を0.5ポイント引き上げたことなどから円安・レアル高が進行したこと 

（下落） 金利上昇によるブラジル経済への影響や中国における経済成長及び製造業活動の鈍化
が懸念されたことや、FOMCにおいて金融刺激策の更なる縮小が決定されたこと、ア
ルゼンチンやトルコなど新興国通貨の急落から世界的にリスク回避の動きが強まった
ことから円高・レアル安が進行したこと 

 
第５期（2014年２月19日～2015年２月18日） 
（上昇） 市場関係者の間で政権交代への期待が高まる中、大統領選に関する世論調査において

ルセフ現大統領の支持率低下が示されたこと 
（下落） ブラジルの主要貿易国である中国の景気減速懸念やブラジルの一部経済指標が予想以

上に鈍化したことや、ブラジルの大統領選でルセフ大統領が再選されたこと、レアル
安・円高が進行したこと 

 
第６期（2015年２月19日～2016年２月18日） 
（下落） 原油価格の下落基調が強まり、世界的に資源国株式市場が下落したこと、ブラジルの

石油・ガス生産企業が汚職スキャンダルにより決算発表を延期したこと、ブラジル国
債の格下げ懸念が高まったこと 

（上昇） 米国の早期利上げ観測が後退したことや、ブラジルの財務収支改善に向け、ルセフ大
統領が目標達成へ決意表明したこと、原油価格が反発に転じたこと、ブラジルの信用
格付け格下げ懸念が後退したこと 

（下落） ブラジル中銀が追加利上げの実施や2015年の経済成長率が1990年以来 大のマイナス
となる見通しを示したこと、ブラジル政府が2015年度の国家予算の一部凍結を発表し
たこと、米国の早期利上げ観測が強まったこと 

（下落） 原油や鉄鉱石などの商品市況が下落したことや、中国株式が急落したこと、ルセフ政
権が進める財政緊縮策に反対する議会との対立が強まったこと 

（下落） 中国が通貨人民元の実質的な切り下げを実施したこと、2015年９月下旬に大手格付会
社がブラジル国債の格下げを実施したこと、通貨レアルが対米ドル、対円で急落（円
高）したこと 

（上昇）ルセフ大統領が議会での支持率回復と財政再建を目指し内閣改造に踏み切ったこと 
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（下落） ブラジルの2015年７－９月期GDPが市場予想を下回ったことや、12月半ばに開催され
たFOMCで米国が利上げを実施したこと、財政緊縮策を推進してきたレビ財務相の交
代が発表されたこと、2016年に入っても原油価格が下落基調を強めたこと 

 
第７期（2016年２月19日～2017年２月20日） 
（上昇） 原油などの商品価格の上昇やFOMCが年内の利上げペースの鈍化を示唆したこと、ブ

ラジル新政権誕生への期待が高まったこと 
（上昇） 原油などの商品価格が上昇したことなどを背景に通貨レアルが対円で上昇（円安）し

たこと 
（上昇） ブラジル政府が2017年のプライマリーバランス（基礎的財政収支）の赤字幅について

削減目標を示したことなどから、財政再建や景気後退からの脱却への期待が高まった
こと 

（上昇） ブラジル政府の歳出に上限を設ける憲法改正案が下院で可決されたことなどから、財
政の健全化やインフレ率の鈍化への期待が高まり、通貨レアルが対円で上昇（円安）
したこと 

（下落） 米国大統領選挙の結果を受けて、トランプ新政権が保護主義に転換するとの懸念が高
まったこと 

（上昇） ブラジル中央銀行がインフレ率の低下を背景に市場予想を上回る利下げを実施したこ
となどが好感され、通貨レアルが対円で上昇（円安）したこと 

 
第８期（2017年２月21日～2018年２月19日） 
（下落） テメル大統領が前下院議長への贈賄を承認する様子が録音されていたテープを大手食

肉加工会社の幹部が 高裁判所に提出したという報道がなされたため、テメル大統領
の政権運営に対する不安な見方が広がり、株式市場が下落したことに加え、通貨レア
ルが対円で下落（円高）したこと 

（上昇） ブラジル議会上院で労働法改正案が可決されたこと、ルラ元大統領に収賄容疑等で禁
錮刑が言い渡され、年金改革が推進されるという期待感が高まったこと、通貨レアル
が対円で上昇（円安）したこと 

（上昇） 鉄鉱石価格が上昇したこと、政府が大規模な資産売却・民営化プログラムを発表した
こと 

（上昇） 2017年８月のCPI（消費者物価指数）の上昇率が市場予想を下回り金融緩和期待が膨
らんだこと、テメル大統領の汚職疑惑懸念がやや後退し、年金改革が進展するとの見
方が強まったこと、原油価格の上昇を受け通貨レアルが対円で上昇（円安）したこと 

（上昇） 収賄などの罪に問われたルラ元大統領に対して有罪判決が言い渡され、2018年10月に
行われる次期大統領選挙への出馬が難しくなったことから、大衆迎合的な政策を掲げ
る勢力の退潮が好感されたこと 
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（下落） 2018年１月の米雇用統計の内容を受けて米長期金利が上昇し、リスク回避的な姿勢が
強まったこと、年金改革法案の承認に悲観的な見方が強まり通貨レアルが対円で下落
（円高）したこと 

 
第９期（2018年２月20日～2019年２月18日） 
（下落） ブラジル大統領選挙に対する先行き不透明感が高まったことや、トラック運転手によ

る燃料価格高騰に対する大規模ストライキが発生し、ブラジルの景気先行き懸念が強
まったこと 

（上昇） 米中貿易摩擦懸念が後退したことや、中国の石油会社がブラジルの石油・ガス生産会
社のプロジェクトを資金支援するとの報道があったこと、ブラジルの５月小売売上高
が市場予想ほど落ち込まなかったこと、中国が内需拡大に向けた政策を打ち出したこ
と 

（下落） トルコリラやアルゼンチンペソ急落などにより投資家のリスク回避姿勢が強まったこ
とや、ブラジル大統領選挙に対する先行き不透明感が高まったこと、通貨レアルが対
円で下落（円高）したこと 

（上昇） ブラジル大統領選挙において、構造改革に前向きな社会自由党（PSL）のボルソナロ
氏が首位で決選投票に進んだことが好感されたことや、同氏の当選により今後の経済
改革への取り組みに対する期待感が高まったこと、通貨レアルが対円で上昇（円安）
したこと 

（上昇） ボルソナロ氏が新大統領に就任し、ゲデス経済相が年金制度改革への取り組みを示唆
するなど、年金制度改革や国営企業民営化などへの期待感が高まったこと 

 
第10期（2019年２月19日～2020年２月18日） 
（下落） ブラジルの中央銀行が2019年実質GDP成長率見通しを下方修正したことや、テメル前

大統領が原子力発電所の建設をめぐる収賄容疑で逮捕され、年金改革に対する先行き
不透明感が高まったこと、通貨レアルが対円で下落（円高）したこと 

（上昇） FOMCの声明を受け米国の早期の利下げ観測が高まったこと、通貨レアルが対円で上
昇（円安）したこと 

（下落） アルゼンチン大統領予備選挙において野党候補が勝利したことなどを受けてアルゼン
チン・ペソが急落したこと、米債券市場で10年国債利回りが２年国債利回りを下回る
「逆イールド」が発生したことなどから米景気の先行き不安が拡大したこと、通貨レ
アルが対円で下落（円高）したこと 

（上昇）米中貿易協議進展への期待が高まったこと 
（上昇） ブラジルの2019年７－９月期の実質GDP成長率が市場予想を上回る内容であったこと

や、ブラジル中央銀行が政策金利を４会合連続で引き下げたこと、トランプ米大統領
が中国との第一段階の貿易合意を承認したこと 
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○参考指数との対比 

設定来では、参考指数の43.9％の上昇に対し、基準価額の騰落率は37.1％※の下落となりま

した。 
※基準価額の騰落率は、分配金（税込み）を再投資して算出しております。 

 

 

 

（注）基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注）参考指数は、MSCIブラジル10/40インデックス（円換算ベース）です。 
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○１万口当たりの費用明細 (2019年２月19日～2020年２月18日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 115  2.090  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 68)  (1.232)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） ( 42)  (0.770)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (  5)  (0.088)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 15   0.276   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 15)  (0.276)   

（c） 有 価 証 券 取 引 税 3   0.060   (c)有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数 
   ※有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金 

 （ 株  式 ） (  3)  (0.060)   

（d） そ の 他 費 用 8   0.151   (d)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） (  8)  (0.148)  保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の 
送金・資産の移転等に要する費用 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.003)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ そ の 他 ） (  0)  (0.000)  信託事務の処理に要するその他の諸費用 

 合 計 141   2.577    

期中の平均基準価額は、5,505円です。  

 
＊ 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。 
＊ 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
＊ 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小

数第３位未満は四捨五入してあります。 
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（参考情報） 

○総経費率 
当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税

を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率）

は2.24％です。 

 

 

 
（注）当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 
（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。 
（注）各比率は、年率換算した値です。 
（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2019年２月19日～2020年２月18日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

外 

国 

 百株 千レアル  百株  千レアル 
ブラジル 19,495 42,057  61,100  168,665 
 ( 1,631) (    －)  

 
＊ 金額は受け渡し代金。 
＊ 単位未満は切り捨て。 
＊ ( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

○株式売買比率 (2019年２月19日～2020年２月18日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 5,630,169千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 2,832,067千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.98   
 
＊ (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2019年２月19日～2020年２月18日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

  

株式 
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○組入資産の明細 (2020年２月18日現在) 

 

 2020年２月18日現在、有価証券等の組入れはございません。 

 

 

 
銘       柄 

期首(前期末) 

株   数 

(ブラジル) 百株 

VALE SA 819 

USINAS SIDER MINAS GER-PF A 567 

GERDAU SA PFD NPV 705 

METALURGICA GERDAU SA-PREF 1,581 

PETROBRAS - PETROLEO BRAS 412 

PETROBRAS-PETROLEO BRAS-PR 2,692 

KROTON EDUCACIONAL SA 1,333 

CCR SA 4,742 

BRADESPAR SA -PREF 1,242 

SUZANO SA 1,037 

CPFL ENERGIA SA 454 

LOCALIZA RENT A CAR 2,477 

LOJAS RENNER S.A. 1,844 

ULTRAPAR PARTICIPACOES 1,239 

COSAN SA 987 

TOTVS SA 1,112 

EQUATORIAL ENERGIA SA - ORD 1,022  

 
銘       柄 

期首(前期末) 

株   数 

(ブラジル) 百株 

IGUATEMI EMP DE SHOPPING 1,122 

BR MALLS PARTICIPACOES SA 3,998 

TELEFONICA BRASIL-PREF 582 

ECORODOVIAS INFRA E LOG SA 3,343 

ENGIE BRASIL SA 802 

CVC BRASIL OPERADORA E AGENC 367 

KLABIN SA-UNIT 964 

RUMO SA 4,526 

合 計 
株 数 39,974 

銘 柄 数 25 
 
＊ 単位未満は切り捨て。 
＊ 銘柄コード等の変更があった銘柄は、別銘柄として掲載しており

ます。 
 

 

○投資信託財産の構成 (2020年２月18日現在) 

項 目 
償 還 時 

評 価 額 比 率 
 千円 ％ 
コール・ローン等、その他 2,880,009 100.0 

投資信託財産総額 2,880,009 100.0 
 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 

 

 

外国株式 
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○資産、負債、元本及び償還価額の状況 （2020年２月18日現在) 

項 目 償 還 時 

  円 

(A) 資産 2,880,009,855   

 コール・ローン等 2,880,009,855   

(B) 負債 36,466,100   

 未払解約金 6,114,742   

 未払信託報酬 30,301,847   

 未払利息 1,720   

 その他未払費用 47,791   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 2,843,543,755   

 元本 4,545,750,658   

 償還差損金 △1,702,206,903   

(D) 受益権総口数 4,545,750,658口 

 １万口当たり償還価額(Ｃ／Ｄ) 6,255円39銭 
 
（注）期首元本額は6,031,564,506円、期中追加設定元本額は

5,737,503円、期中一部解約元本額は1,491,551,351円、１口
当たり純資産額は0.625539円です。 

（注）投資信託財産の運用の指図に係わる権限の全部又は一部を委
託する為に要する費用、支払金額16,293,504円。 

 

○損益の状況 (2019年２月19日～2020年２月18日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 126,906,966   

 受取配当金 50,374,324   

 受取利息 43,150   

 その他収益金 76,035,337   

 支払利息 454,155   

(B) 有価証券売買損益 211,077,582   

 売買益 644,067,789   

 売買損 △  432,990,207   

(C) 信託報酬等 △   65,924,204   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 272,060,344   

(E) 前期繰越損益金 △1,613,458,802   

(F) 追加信託差損益金 △  360,808,445   

 (配当等相当額) (     78,941,435)  

 (売買損益相当額) (△  439,749,880)  

 償還差損金(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △1,702,206,903   
 
＊ 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 
＊ 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加

設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をい
います。 
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○投資信託財産運用総括表 
 

信 託 期 間 
投資信託契約締結日 2010年２月５日 投資信託契約終了時の状況 

投資信託契約終了日 2020年２月18日 資 産 総 額 2,880,009,855円 

区   分 投資信託契約締結当初 投資信託契約終了時 差引増減または追加信託 
負 債 総 額 36,466,100円 

純 資 産 総 額 2,843,543,755円 

受益権口数 79,617,881,894口 4,545,750,658口 △75,072,131,236口 受 益 権 口 数 4,545,750,658口 

元 本 額 79,617,881,894円 4,545,750,658円 △75,072,131,236円 １万口当たり償還金 6,255円39銭 

毎計算期末の状況 

計 算 期 元 本 額 純資産総額 基準価額 
１万口当たり分配金 

金   額 分 配 率 

第１期 59,629,239,882円 60,996,669,668円 10,229円 60円 0.6％ 

第２期 29,230,166,615   25,714,073,500   8,797   0   0.0   

第３期 23,606,584,082   19,647,269,562   8,323   0   0.0   

第４期 16,550,108,012   11,274,354,197   6,812   0   0.0   

第５期 12,296,968,495   7,632,610,315   6,207   0   0.0   

第６期 9,830,380,452   3,728,107,145   3,792   0   0.0   

第７期 8,418,390,943   4,598,024,623   5,462   0   0.0   

第８期 6,963,231,872   3,975,572,447   5,709   0   0.0   

第９期 6,031,564,506   3,408,808,381   5,652   0   0.0   
 
 
 

○償還金のお知らせ  

１万口当たり償還金（税込み） 6,255円39銭 
 
 
 

○お知らせ 

該当事項はございません。 

 

 


